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　環境省は福島環境再生事務所

・発注者区分の「独立行政法人等」には独立行政法人のほか、国立大学法人、大学共同利用機関法人、特殊法人等が含まれ
ます。

 　東日本建設業保証株式会社

お問い合わせ先：業務部業務サービス課
　　電話　０３－３５５２－７５２８／FAX　０３－３５５２－７５３９

公 共 工 事 の 動 向
（令和4年2月）

　　◆ 利用上の注意

・集計は、当社が前払金保証契約を行なった日（保証契約日といいます。）を基準としており、 工事の請負契約日と保証契約
日との間には、若干のタイムラグ（概ね半月以内）が発生する 場合があります。

・当社が前払金保証を行なった工事について集計しています。



Ⅰ．全般の状況

　１．2月単月
　　請負金額が2桁の減少

（金額単位：億円）

-268 -18.2%

　当月の取扱は、件数が前年同月比－7.7％の4,475件、請負金額
が－16.8％の3,052億円となった。

件　数 4,475 4,847 -372 -7.7%

請負金額 3,052 3,669 -617 -16.8%

保証金額 1,208 1,476
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　２．4月～2月累計
　　請負金額が2桁の減少

（金額単位：億円）

保証金額 27,089 -4,509

件　数

請負金額

　２月までの取扱は、件数が前年同期比－6.4％の116,700件、請
負金額が－13.8％の6兆9,022億円となっている。
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Ⅱ．発注者別状況

　１．2月単月
　　都道府県で大幅な減少

（金額単位：億円）

区 分
発注者 令和3年度 令和2年度

6

（Ａ） 国
　国土交通省などで増加したものの、環境省などで減少した。
　環境省は福島地方環境事務所（－２６８億円）などで減少した。

（Ｂ） 独立行政法人等
　都市再生機構などで増加したものの、首都高速道路㈱などで減少した。

（Ｃ）都道府県
　千葉、静岡などで増加したものの、宮城、東京などで減少した。

（Ｄ）市区町村
　東京、愛知などで増加したものの、宮城、岩手などで減少した。
　宮城は気仙沼市（－４９億円）などで、岩手は葛巻町（－３３億円）などで減少した。

（Ｅ）地方公社
　愛知県道路公社などで減少した。

（Ｆ）その他

　富谷市成田二期東土地区画整理組合などで増加した。

国 770 886 -116 -13.2%

770 798 -27

-29.2%

-3.5%

-16.2%

請 負 金 額
増減額 増減率

232 277 -44

主    な   増    加 主    な  

国土交通省（69） 環境省（-269）

 減    少

3,052 3,669 -617 -16.8%

　その他で順調な増加となったものの、地方公社で著しい減少、都道府県で大幅な減少、国、独立行政法人
等で２桁の減少、市区町村でも若干の減少となったため、全体としても－16.8％の減少となった。

合         計
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　２．4月～2月累計
　　国で大幅な減少

（金額単位：億円）

区 分
発注者 令和3年度 令和2年度

福島（-647） 宮城（-578）

岩手（-542）

宮城（-723） 福島（-453） 6

愛知（-276）

（Ａ） 国
　法務省などで増加しているものの、環境省、国土交通省などで減少している。
　環境省は福島地方環境事務所（－３，３４６億円）などで、国土交通省は東北地方整備局（－６０８億円）などで
　減少している。

（Ｂ） 独立行政法人等
　中日本高速道路㈱などで増加しているものの、都市再生機構、東日本高速道路㈱などで減少している。

（Ｃ）都道府県
　愛知、岐阜などで増加しているものの、福島、宮城、岩手などで減少している。

（Ｄ）市区町村
　東京、群馬などで増加しているものの、宮城、福島、愛知などで減少している。
　宮城は気仙沼市（－２７１億円）などで、福島は郡山市（－１３１億円）などで、
　愛知は常滑市（－７４億円）などで減少している。

（Ｅ）地方公社
　神奈川県住宅供給公社などで増加しているものの、名古屋高速道路公社などで減少している。

（Ｆ）その他
　日本郵便㈱などで増加しているものの、東京二十三区清掃一部事務組合などで減少している。

国 10,234 14,156 -3,921 -27.7%

都市再生機構（-592）

請 負 金 額

-1,429 -15.7%
東日本高速道路（-375）

法務省（42）

中日本高速道路（206）

環境省（-3,344）

国土交通省（-424）
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市 区 町 村 24,122 27,010 -2,887 -10.7%

　国で大幅な減少、独立行政法人等、市区町村、その他で２桁の減少、都道府県で低調、地方公社でも微減
となっているため、全体としても－13.8％の減少となっている。
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組合（-635）

合         計 69,022
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Ⅲ．工事場所別状況

　１．2月単月
　　東北で著しい減少

（金額単位：億円）

区 分

地 区 令和3年度 令和2年度

東   北 446 1,026 -580 -56.6% 秋田（26） 青森（11） 2 福島（-335） 宮城（-191） 4

関   東 1,439 1,497 -58 -3.9% 東京（107） 神奈川（11） 3 埼玉（-94） 千葉（-61） 4

甲信越 240 302 -61 -20.4% 新潟（11） 1 長野（-46） 山梨（-26） 2

北   陸 94 162 -68 -42.1% 0 福井（-53） 石川（-10） 3

東   海 570 531 38 7.3% 静岡（43） 三重（5） 2 岐阜（-7） 愛知（-3） 2

その他 262 148 113 76.8% ※表中の「＋」列は増加箇所数、「－」列は減少箇所数を表す。

合   計 3,052 3,669 -617 -16.8% 6

（Ａ） 東北地区

　秋田、青森で増加したものの、福島、宮城などで減少した。

　福島は国（－２４８億円）などで、宮城は県（－１２６億円）などで減少した。

（Ｂ） 関東地区

　東京、神奈川などで増加したものの、埼玉、千葉などで減少した。

　埼玉は県（－６４億円）などで、千葉は独立行政法人等（－３６億円）などで減少した。

（Ｃ）甲信越地区

　新潟で増加したものの、長野、山梨で減少した。

　長野は県（－１５億円）などで、山梨はその他（－２５億円）などで減少した。

（Ｄ）北陸地区

　全ての県で減少した。

　福井は国（－５２億円）などで、石川は県（－８億円）などで減少した。

（Ｅ）東海地区

　岐阜、愛知で減少したものの、静岡、三重で増加した。

　静岡は市町（＋２７億円）などで、三重はその他（＋２７億円）などで増加した。

主    な   減    少 －

　東海で順調な増加となったものの、東北、北陸で著しい減少、甲信越で大幅な減少、関東でも若干の減少となっ
たため、全体としても－16.8％の減少となった。

請 負 金 額
増減額 増減率 主    な   増    加 ＋
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甲信越 240（7.9%）
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　２．4月～2月累計
　　東北で著しい減少

（金額単位：億円）

区 分

地 区 令和3年度 令和2年度

東   北 13,634 20,935 -7,301 -34.9% 青森（120） 1 福島（-4,594） 宮城（-1,409） 5

関   東 31,340 34,037 -2,696 -7.9% 神奈川（567） 埼玉（94） 2 東京（-2,108） 千葉（-369） 5

甲信越 5,961 6,302 -340 -5.4% 山梨（79） 1 長野（-307） 新潟（-112） 2

北   陸 4,276 4,551 -274 -6.0% 富山（100） 1 福井（-352） 石川（-23） 2

東   海 12,042 12,656 -613 -4.8% 岐阜（99） 1 静岡（-449） 愛知（-253） 3

その他 1,766 1,633 132 8.1% ※表中の「＋」列は増加箇所数、「－」列は減少箇所数を表す。

合   計 69,022 80,116 -11,094 -13.8% 6

（Ａ） 東北地区

　青森で増加しているものの、福島、宮城などで減少している。

　福島は国（－３，４４８億円）などで、宮城は市町村（－７２３億円）などで減少している。

（Ｂ） 関東地区

　神奈川、埼玉で増加しているものの、東京、千葉などで減少している。

　東京は独立行政法人等（－１，１８４億円）などで、千葉も独立行政法人等（－２３６億円）などで減少している。

（Ｃ）甲信越地区

　山梨で増加しているものの、長野、新潟で減少している。

　長野は県（－１６７億円）などで、新潟は市町村（－２２８億円）などで減少している。

（Ｄ）北陸地区

　富山で増加しているものの、福井、石川で減少している。

　福井は独立行政法人等（－１７２億円）などで、石川も独立行政法人等（－１００億円）などで減少している。

（Ｅ）東海地区

　岐阜で増加しているものの、静岡、愛知などで減少している。

　静岡は独立行政法人等（－３０７億円）などで、愛知は市町村（－２７９億円）などで減少している。

＋ 主    な   減    少 －

　東北で著しい減少、関東、甲信越、北陸、東海でも低調となったため、全体としても－13.8％の減少となっている。

請 負 金 額
増減額 増減率 主    な   増    加
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甲信越 6,302（7.9%） 甲信越 5,961（8.6%）

関東 34,037（42.5%）
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参考１　工事場所別状況（詳細版）

（金額単位：億円）

令和3年度
（2月単月）

令和2年度
（2月単月）

令和3年度
（4月～2月累計）

令和2年度
（4月～2月累計）

青　 　　森 44 33 11 33.2% 1,753 1,633 120 7.4%
岩　 　　手 36 68 -31 -46.4% 1,926 3,207 -1,280 -39.9%
宮　 　　城 159 351 -191 -54.6% 2,958 4,368 -1,409 -32.3%
秋　 　　田 72 46 26 57.7% 1,479 1,613 -134 -8.3%
山　 　　形 30 89 -59 -66.1% 1,589 1,592 -2 -0.2%
福　 　　島 102 438 -335 -76.6% 3,925 8,519 -4,594 -53.9%
茨　　 　城 114 134 -20 -15.2% 3,205 3,523 -317 -9.0%
栃　　 　木 49 51 -2 -4.3% 1,815 2,112 -296 -14.0%
群　　 　馬 69 68 0 1.1% 1,596 1,863 -266 -14.3%
埼　　 　玉 110 204 -94 -46.2% 3,956 3,862 94 2.5%
千　 　　葉 101 162 -61 -37.9% 3,378 3,747 -369 -9.9%
東　　 　京 700 592 107 18.1% 11,064 13,173 -2,108 -16.0%
神　奈　川 294 282 11 4.2% 6,322 5,754 567 9.9%
山　　 　梨 48 74 -26 -35.1% 1,316 1,236 79 6.4%
長　　 　野 90 137 -46 -34.0% 2,156 2,464 -307 -12.5%
新　 　　潟 101 89 11 12.6% 2,489 2,602 -112 -4.3%
富　 　　山 32 38 -5 -14.2% 1,269 1,168 100 8.6%
石　　 　川 25 35 -10 -28.2% 1,605 1,629 -23 -1.4%
福　 　　井 35 88 -53 -59.9% 1,401 1,753 -352 -20.1%
静　 　　岡 118 75 43 57.8% 3,413 3,863 -449 -11.6%
愛　　 　知 232 236 -3 -1.5% 4,613 4,866 -253 -5.2%
岐　　 　阜 113 120 -7 -5.9% 2,432 2,332 99 4.3%
三　　 　重 105 99 5 6.0% 1,583 1,593 -10 -0.7%
そ　の　他 262 148 113 76.8% 1,766 1,633 132 8.1%
合　　　計 3,052 3,669 -617 -16.8% 69,022 80,116 -11,094 -13.8%

東

海

工 事 場 所

区  分

東

北

関

東

甲
信
越

北

陸

増　減　額 増　減　率 増　減　額 増　減　率
請　負　金　額 請　負　金　額
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参考２　請負金額階層別状況

１．2月単月
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比
請負金額階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

1,000万円未満 78 2.6% 86 2.4% -7 -8.5% 0.2
2,000万円未満 138 4.5% 144 3.9% -5 -4.1% 0.6
5,000万円未満 336 11.0% 352 9.6% -15 -4.5% 1.4
小    計 553 18.1% 583 15.9% -29 -5.0% 2.2
１億円未満 363 11.9% 420 11.5% -56 -13.5% 0.4
２億円未満 493 16.2% 492 13.4% 0 0.1% 2.8
５億円未満 650 21.3% 754 20.6% -103 -13.8% 0.7
小    計 1,507 49.4% 1,667 45.4% -160 -9.6% 4.0
１０億円未満 395 13.0% 412 11.2% -16 -4.0% 1.8
１０億円以上 595 19.5% 1,006 27.4% -411 -40.8% -7.9
小    計 991 32.5% 1,419 38.7% -427 -30.1% -6.2
合    計 3,052 100.0% 3,669 100.0% -617 -16.8%

２．4月～2月累計
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比
請負金額階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

1,000万円未満 2,079 3.0% 2,265 2.8% -186 -8.2% 0.2
2,000万円未満 3,739 5.4% 3,944 4.9% -204 -5.2% 0.5
5,000万円未満 9,562 13.9% 10,107 12.6% -545 -5.4% 1.3
小    計 15,381 22.3% 16,317 20.4% -935 -5.7% 1.9
１億円未満 9,793 14.2% 10,484 13.1% -690 -6.6% 1.1
２億円未満 10,560 15.3% 10,684 13.3% -123 -1.2% 2.0
５億円未満 12,142 17.6% 13,700 17.1% -1,557 -11.4% 0.5
小    計 32,497 47.1% 34,869 43.5% -2,372 -6.8% 3.6
１０億円未満 6,020 8.7% 6,680 8.3% -659 -9.9% 0.4
１０億円以上 15,122 21.9% 22,249 27.8% -7,126 -32.0% -5.9
小    計 21,143 30.6% 28,930 36.1% -7,786 -26.9% -5.5
合    計 69,022 100.0% 80,116 100.0% -11,094 -13.8%

令　和　3　年　度 令　和　2　年　度
増　減　額 増　減　率

大
規
模

中
規
模

令　和　3　年　度 令　和　2　年　度
増　減　額 増　減　率

小
規
模

小
規
模

大
規
模

中
規
模
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参考３　資本金階層別状況

１．2月単月
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比

資本金階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

５,000万円未満 1,080 35.4% 1,218 33.2% -137 -11.3% 2.2

１億円未満 409 13.4% 441 12.0% -31 -7.1% 1.4

３億円未満 251 8.2% 210 5.7% 40 19.1% 2.5

小    計 1,741 57.1% 1,870 51.0% -128 -6.9% 6.1

１０億円未満 108 3.6% 225 6.1% -116 -51.8% -2.5

１０億円以上 631 20.7% 873 23.8% -242 -27.7% -3.1

小    計 739 24.2% 1,098 29.9% -359 -32.7% -5.7

　共  同  企  業  体 571 18.7% 701 19.1% -129 -18.5% -0.4

合    計 3,052 100.0% 3,669 100.0% -617 -16.8%

２．4月～2月累計
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比

資本金階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

５,000万円未満 28,527 41.3% 30,891 38.6% -2,363 -7.7% 2.7

１億円未満 8,750 12.7% 9,324 11.6% -574 -6.2% 1.1

３億円未満 3,971 5.8% 3,957 4.9% 14 0.4% 0.9

小    計 41,250 59.8% 44,174 55.1% -2,924 -6.6% 4.7

１０億円未満 2,428 3.5% 2,265 2.8% 162 7.2% 0.7

１０億円以上 11,169 16.2% 13,631 17.0% -2,461 -18.1% -0.8

小    計 13,598 19.7% 15,897 19.8% -2,299 -14.5% -0.1

　共  同  企  業  体 14,173 20.5% 20,044 25.0% -5,871 -29.3% -4.5

合    計 69,022 100.0% 80,116 100.0% -11,094 -13.8%

令　和　3　年　度

令　和　3　年　度 令　和　2　年　度

中
小
規
模

大
規
模

増　減　額 増　減　率

増　減　額 増　減　率

令　和　2　年　度

中
小
規
模

大
規
模
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